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◎はじめに

ハイチ共和国（以下，ハイチ）は，1804 年 1 月

1 日に史上初の黒人による共和国として独立を果

たしてから 200 年以上の歴史をもつが，現在どの

ような国かと問われれば，1 人当たり所得が 660

米ドル（1）の米州最貧国，あるいは世界で最も汚職

が蔓延した国，といったイメージが先行せざるを

得ない。日本人にとっては決して馴染み深い国と

はいえないが，2010 年 1 月 12 日のハイチ大地震

発生に伴い，国際社会による緊急支援，日本の自

衛隊派遣などが矢継ぎ早に実現し，連日，国内外

の主要メディアが大きく取り上げ注目を集めた。

本稿では，ハイチ大地震と復興支援を巡る国際社

会の動きを振り返る（2）。

Ⅰ  ハイチ大地震と史上稀に見る被害規模

1．史上最大規模の被害
ハイチはドミニカ共和国とともにカリブ海のエ

スパニョーラ島を領有し，同島の西方約 3 分の 1

を領土とする人口約 950 万人の国である。首都ポ

ルトープランスの人口は 200 万人以上とされ，世

界でも最貧国の一つである。カリブ海に位置する

ことから，毎年のようにハリケーンによる甚大な

被害を受ける地理的環境のほか，防災および災害

復興に必要な政府の能力も欠如しており，自然災

害に対して極めて脆弱である。地震に関しては，

直近の大きな被害が約 200 年も前だったこともあ

り，現代のハイチ国民には地震に対する心構えな

どまるでなかった。このような状況のなか，2010

年 1 月 12 日午後 4 時 53 分，ポルトープランス西

方約 17 キロ，地下 10 キロの地点を震源とし，ま

さに「寝耳に水」のマグニチュード 7.3 の大地震

が発生した。地震直後，政府機能が麻痺するとと

もにライフラインはストップし，ハイチ国民の生

活は混乱を極めた。地震発生から一夜明けるま

で，プレバル大統領の生存さえ分からない状況で

あり，大統領宮殿の崩壊はハイチ大地震の被害を

物語る象徴として世界に伝えられた。また地震に

より刑務所が倒壊し，約 5000 人の受刑者が脱走

するなど，更なる治安の悪化も懸念された。

本稿執筆時（2010 年 4 月）において，最終的な

被害状況を把握することは困難であるが，3 月 31

日に国連および米国政府の共催によりニューヨー

クで開催されたハイチ支援国会合でのハイチ政

府の発表によれば（Government of the Republic of 

Haiti［2010］），直接的な被害を受けたのは全人口

の約 15％に当たる 150 万人で，そのうち 30 万人

以上が死亡，また 30 万人が負傷したとされる。

また，130 万人が首都圏でテントなどの仮家屋に

居住し，60 万人が国内の首都圏以外の地域に仮

住まいを求めなければならない状況にあるとさ

れた。家屋は 10 万戸が倒壊，20 万戸以上が半壊
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し，1300 の教育施設と 50 の医療施設が被災し機

能が停止した。さらに，主要港湾施設，大統領宮

殿，国会議事堂，裁判所，ほとんどの官庁が崩壊

し，これまで判明した被害の総額は 79 億ドルに

上るという。2 月 16 日の IDB（米州開発銀行）の

発表では（Cavallo, Powell, Becerra［2010］），今後

明らかになることが予想される被害規模を含める

と，被害総額は 140 億ドルに上る可能性があると

している。これはハイチの国内総生産である 70

億ドル（3）の 2 倍にあたる額であり，同国の人口規

模を勘案すれば，今回のハイチ大地震は現代にお

いて最も被害をもたらした自然災害であるとして

いる。国連プレスリリースは，ハイチにおいて撤

去が必要とされる瓦礫の量は 6500 万トン以上と

しているが（UN［2010］），1995 年の阪神大震災の

災害廃棄物が約 800 万トンといわれていることか

ら，被害の甚大さを窺い知ることができる。

2．首都圏住民が被災者に
ハイチは，1793 年という早い時期に黒人奴隷

解放を実現しただけでなく，1804 年 1 月 1 日に

フランスによる植民地支配に終止符を打って中南

米で最初の独立を達成し，世界史上最初の黒人共

和国となったことから，「『近代史上唯一成功し

た奴隷革命』」（浜［2009：187］）と称される歴史を

有する。他方，その栄光とは裏腹に，独立の代償

として旧宗主国フランスに対する多額の賠償金を

支払わざるを得ず，財政は破綻し，国内開発への

着手が遅れた。また独立後もたび重なる政権転覆

と独裁政治を経験し，1990 年になって初めて民

主的選挙が実施されたものの，その直後に軍事

クーデターや国際社会の介入を受け，ハイチは民

主的な統治による安定した社会を享受した経験が

ほとんどない（4）。

今回の地震で最も甚大な被害を受けたのは，過

地震により崩壊した山肌のスラム（筆者撮影）
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密する首都圏に住む人々であった。過度な都市化

は，半世紀にわたるデュバリエ父子二代による地

方を省みない独裁政治や，国際社会から押し付け

られた自由経済政策により国内農業が淘汰され，

多くの地方出身者が都市に流入したことに起因す

る。さらにまた，国営企業の民営化により職を失っ

た多くの元公務員が，多国籍企業やマキラドーラ
（保税加工区），インフォーマルセクターなど都市

部の労働市場で就労せざるを得なくなった。そし

て，両者はいずれも低賃金労働者であるため，首

都圏を中心に地盤が脆弱な山肌や海沿いの簡素

な家屋での暮らしを余儀なくされた。3 月 20 日，

日本の外務大臣として初めてハイチを訪問した岡

田外相と懇談したプレバル大統領は，今回の被害

は地方を放置して首都ポルトープランスに集中し

過ぎた開発政策に問題があったと述べた（読売新

聞 2010 年 3 月 22 日）。また米国誌『TIME』でベ

ルリーブ首相は，100 万人程度の居住人口収容能

力しか有しない首都圏に 200 万人以上が居住して

いることが示すように，都市化を管理する政策が

なかったことが死者数の増大をもたらしたと認め

た（Padgett［2010］）。

Ⅱ  国際社会の動き

1．国連
国連によるハイチへの取り組みの歴史は長い。

国連 PKO として，これまでに国連ハイチ・ミッ

ション（UNMIH，1993 年），国連ハイチ支援団
（UNSMIH，1994 年），国連ハイチ暫定ミッション
（UNTMIH，1997 年），国連ハイチ文民警察ミッ

ション（MIPONUH，1997 年）が展開された。そ

して，2004 年から現在に至るまで国連ハイチ安

定化ミッション（MINUSTAH）が継続している

ことを考えれば，20 世紀後半から現在までのハ

イチは，国連平和維持活動なしでは最低限の国内

秩序を保つことすら困難であったのかもしれな

い。

地震直後，国連は，今後 6 カ月で 5 億 6200 万

ドルが必要になるとし，国際社会に資金拠出を訴

えた。しかしながら，国際社会が国連の要請に応

じても，現場でハイチ政府と国際社会の仲介役を

期待された MINUSTAH もまた，大きな被害を

受ける事態となった。MINUSTAH トップである

アナビ事務総長特別代表（チュニジア人）が倒壊

した建物の下敷きになり，地震発生から 5 日経っ

た 17 日に死亡が確認されるなど，計 101 人の

MINUSTAH 関係者が犠牲となった。国連および

ハイチ政府ともに緊急事態に対応するための機能

を失い，ハイチは一時，国際社会からの緊急支援

を受け入れる主体が不在となる状況となった。そ

こで MINUSTAH の建て直しや MINUSTAH を

通じた治安の確保のため，地震発生から 7 日後の

1 月 19 日，国連安全保障理事会は決議第 1908 号

によって，新たに軍事要員 2000 人（うち 300 人は

工兵部隊），警察要員 1500 人の追加派遣を決定し，

加盟国に協力を求めた。

3 月 31 日，国連はニューヨークにおいてハイ

チ支援国会合をアメリカと共催し，150 以上の国

および国際機関，ハイチからはプレバル大統領の

ほか，市民社会代表者の参加を得た。そして，各

ドナー国や機関から総額 90 億ドル以上の支援約

束を受け，そのうち 50 億ドル以上が今後 2 年間

に拠出される見通しとなった。なお，2 月 18 日

には，国連は国際社会に対し，ハイチ復興支援

のために必要な支援金として当初の予定額（5 億

7500 万ドル）の 2.5 倍相当にあたる約 14 億 4000

万ドルを要請する旨を発表しており，これは

2005 年のインド洋大津波時の拠出額 14 億 1000

万ドルを上回り，国連を通じた自然災害への支援
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額としては史上最高額となった。

2．アメリカ
アメリカは，地震発生直後，約 1 億ドルの支援

拠出を表明するなど迅速な対応をみせた。この額

は，同じく緊急支援を表明したイギリスの 1000

万ドル，スペインの 430 万ドル，中国の 100 万ド

ルと比べてケタ違いの規模である。また 1 月 17

日にクリントン国務長官はプレバル大統領と会談

し，アメリカが人道支援のみならずハイチの治安

維持にも貢献することを表明し，地震により大

きな被害を受けたハイチ警察や MINUSTAH を

補完するべく，約 1 万人の兵士を展開させ，実質

的にはハイチの治安維持における主体的役割を

担った。原子力空母カールビンソンや病院船コン

フォートも派遣し，首都のトゥーサン・ルーヴェ

ルチュール空港の管制業務も一時的に請け負っ

た。2 月末時点の MINUSTAH の治安維持要員が

9087 人（軍事 7032 人，警察 2055 人）であったの

に対し，最大時には，それを上回る 1 万人以上の

米兵がハイチに駐留した。米軍は，ハイチに限ら

ず災害時の緊急支援などの援助活動を遂行し，途

上国との信頼関係を築き，安全保障環境を改善さ

せるという米国の外交戦略を担っている。オバマ

政権にとっては，国内約 80 万人ともいわれるハ

イチ移民への配慮，ハイチからの潜在的な難民へ

の対処に加え，「裏庭」と自認するカリブ海・ハ

イチでの米軍の展開は，戦闘以外の米軍の貢献を

内外にアピールする好材料となった。米軍駐留に

対しては，チャベス・ベネズエラ大統領，モラレ

ス・ボリビア大統領，またフランスやイタリアの

閣僚から「軍事的占領は不要である」との批判が

なされたが，クリントン国務長官は，支援活動の

ための米軍の展開は，未曾有の災害に対処するオ

バマ大統領のリーダーシップによるものであり，

こうした批判があった場合には速やかに反論する

よう各国の米国大使館に指示したことを明らかに

した。

3．ラテンアメリカ諸国
「北の巨人」アメリカのほか，ハイチを巡るラ

テンアメリカ各国の動きも活発であった。米州で

唯一の国連 PKO である MINUSTAH には，地震

以前よりラテンアメリカ諸国が多くの要員を派遣

しており，地震発生以前の 2009 年 12 月の時点で，

MINUSTAH の軍事および警察要員 9057 人中，

半分相当の 4178 人がこれらの国々から派遣され

ていた。　

中でもブラジルは 1284 人を派遣しており，最

大規模の貢献国であった。ブラジルは，今回の地

震により自国要員のうち 21 人の命を失ったが，

MINUSTAH 拡大の安保理決議を受け，1 月 25

日には軍および警察要員あわせて 900 人の増派を

国会で承認した。また 3 月 31 日のハイチ支援国

会合では，総額 1 億 6300 万ドルの支援を約束す

るなど，国連を中心とした多国間外交，およびハ

イチとの二国間外交の双方において，復興支援へ

の積極的な関与を示した。

MINUSTAHに派遣されたブラジル軍宿営地の入り口（筆者撮影）
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国連の MINUSTAH 拡大の要請には，ブラジ

ル以外のラテンアメリカ諸国も迅速に対応した。

2000 人の軍事要員の増派分は，ブラジルの歩兵

部隊 900 人，ペルー歩兵部隊の 150 人，アルゼン

チン歩兵部隊の 150 人，ドミニカ共和国歩兵部隊

の 150 人が，それぞれ派遣されることとなった。

なお，ドミニカ共和国は当初歩兵 800 人の派遣を

提案したが，隣国の部隊の駐留を嫌うハイチ政府

に拒否され，結局派兵は 150 人とせざるを得な

かった。ヒト，モノ全てにおいて国際社会からの

支援ありきのハイチ政府ではあるが，隣国との関

係に関しては目を光らせた形となった。

同じく目立った動きをしたのは，カリブ海への

影響力の拡大を狙うベネズエラであった。ベネズ

エラは，ラテンアメリカの左派諸国をリードし，

1 月 25 日に米州ボリバル同盟（ALBA）の会議を

カラカスで開催し加盟国による 2000 万ドルの拠

出を決定した。また 3 月 31 日のハイチ支援国会

合では，ベネズエラ 1 国だけで 21 億 4700 万ドル

の拠出を表明し，第 2 位のアメリカ（11 億 5100

万ドル）を大きく引き離すことに成功した。

その他ラテンアメリカ諸国の動きとしては，南

米諸国からなる南米諸国連合（UNASUR），カリ

ブ諸国からなるカリブ共同体（CARICOM），また

隣国ドミニカ共和国のイニシアティブで結成され

たハイチ支援グループ（Grupo de Amigos）など

の地域間協力のイニシアティブもまた，それぞれ

支援を表明するなどハイチへの連帯を示した。

4．中国および台湾
ハイチ復興を巡る国際関係の動きは，米州以外

にもみられた。注目を集めたのは中国であった。

飯田［2010］によれば，中国の「反応は素早」く，

「中国政府は当日の 12 時 30 分に国際救援隊の派

遣を決定し」，「地震発生からわずか 33 時間後に，

ポルトープランスに到着し，救援活動を開始し

た」。近年，中国は国連 PKO に約 2000 人の軍事

要員を派遣し，MINUSTAH にも地震発生時に

は 140 人が展開していた。中国によるハイチへの

対応は，「国連 PKO や災害救援といった国際貢

献に対する中国の積極的な姿勢」であり，「中国

国際救援隊の活躍は，中国軍の自然災害への対処

能力と，海外での災害救援活動に対する即応性の

高さを示した」。また「国際救援隊の派遣や PKO

活動，海賊への対処といった国際貢献活動を，責

任を負う平和友好的な中国というイメージを高め

るための軍事外交の一環として重視している」（飯

田［2010］）。

一方，ハイチやドミニカ共和国と外交関係を結

んでいる台湾は，緊急支援チームの現地入りでは

中国に先を越されたが，馬総統は 1 月 28 日にド

ミニカ共和国を訪問し，同国からハイチへ支援物

資を送った。台湾の馬政権は発足以来中国とは国

交締結国を奪い合わない外交休戦の方針を表明し

ているが，一方の中国は，今般の同国の対ハイチ

支援を勘案すればハイチとの国交樹立を狙ってい

ると考えるのが自然であろう。また，アメリカは

台湾と外交関係を有さないが，今回の馬総統によ

る中米・カリブ訪問に際し，アメリカ本土を経由

することを許可した。仮にハイチが中国と国交を

結ぶことになれば，ドミニカ共和国など台湾との

国交締結国が中国に寝返る可能性もあることか

ら，アメリカは「裏庭」に進出しようとする中国

をけん制した形となった。

5．日本
これらハイチ復興支援を巡る国際関係に，日本

はどう絡んだのであろうか。地震発生直後，緊急

支援として約 2500 万ドルを拠出するとともに，

テントやポリタンクなどの物資をはじめ，WFP，
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UNICEF，IFRC などの国際機関経由で食料，給

水，シェルター購入のための資金を供与した。さ

らに医療活動に従事する国際緊急援助隊を派遣

し，1 月 18 日には首都の西約 40 キロにあるレオ

ガン市のエピスコパル看護学校に国際協力機構
（JICA）を中心とする医療チームが，また 23 日か

らは陸上自衛隊の国際緊急医療救助隊を派遣し，

2 月 13 日までに延べ約 3500 人の被災者に医療活

動を実施した（5）。また，日本の経験や技術を活用

した復興支援として約 4500 万ドルを充てること

とし，国際機関等による復興支援ニーズ調査への

参加，現地ニーズを踏まえた二国間援助，国際機

関を通じた多国間援助，および NGO との連携に

よる支援を実施することとした。3 月 31 日のハ

イチ支援国会合では，それら資金に上乗せ分を加

え，総額 1 億ドル拠出することを表明し，地震多

発国として蓄積された防災のノウハウ，復興の経

験を生かした協力を目指す方針を明らかにした。

さらに日本は，国連 PKO に対しても迅速な人

的貢献を実現した。1 月 19 日の MINUSTAH 拡

大の安保理決議を受けて，2 週間後の 2 月 5 日

には国際平和協力法に基づき陸上自衛隊施設部

隊 350 人の派遣を閣議決定し，現在まで（本稿

発刊の 2010 年 6 月現在）ポルトープランスにて展

開している。日本は平和構築支援の重要性を訴

え，様々な国際協力を実施しているが，国際平

和協力法による国連 PKO への自衛隊部隊派遣と

しては，今回のハイチへの自衛隊派遣は，1992

年の UNTAC（カンボジア，600 人），2002 年の

UNMISET（東ティモール，680 人）に次ぐ規模と

なった。

他方，これら ODA や PKO といった様々なカー

ドによるハイチへの迅速な支援は，これまでの日

本・ハイチの二国間関係を考えれば異例ともいえ

る。例えば，2008 年の DAC の統計（6）によれば，

対ハイチ ODA 支援額としては，第 1 位アメリカ
（2 億 5900 万ドル），第 2 位カナダ（1 億 4800 万ド

ル），第 3 位スペイン（4600 万ドル），第 4 位フラ

ンス（3800 万ドル）となっており，地理的に近い

北米諸国やラテンアメリカ・カリブ地域の旧宗主

国が上位を占めている。これに対し日本は 1200

万ドルであり，ハイチは日本の伝統的な援助重点

国とはいい難い。これに関し，「外務省では『米

国という要素がなかったら，ハイチ支援の優先順

位はここまで上がらなかった』との声が上がる。」
（朝日新聞2010年3月22日）とする記事は興味深い。

Ⅲ  ハイチ復興の見通し

3 月 14 日，2 度目のハイチを訪問した国連の潘

事務総長は，「時はたっても世界はハイチを忘れ

ない」と述べ，国際社会の連帯を強調したものの，

ハイチ復興の現実的な道筋は未だ暗中模索であ

る。短期的な課題としては，ハイチでは毎年 4 月

頃から雨季が始まり，6 ～ 7 月にかけてハリケー

ンが到来する。未だ 100 万人以上が被災民キャン

プでの生活を強いられているが，雨やハリケーン

への具体的対策の見通しが立っているとは言い難

瓦礫が散乱するポルトープランス市内（筆者撮影）
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い。また雨期に伴う二次災害として，被災民キャ

ンプを中心に生活廃棄物の不適切な処理などで衛

生状態が一気に悪化し，マラリアやデング熱など

の感染症が蔓延することも予想される。国際社会

としては，国連や主要ドナーを中心にハイチの復

興プロセスへの力強いコミットメントを示す必要

があり，また個々の援助関係者はそのニーズを肌

で感じてはいるものの，Oppenheimer［2010］は，

「我々は分かっている。ハイチの話題がすぐにメ

ディアのヘッドラインから姿を消すであろうこと

を」と指摘している（7）。

自然災害は時代や国境などに関係なく発生する

が，長期的な視点を踏まえた復興への営みは，そ

こに住む人々が中心とならなければならない。復

興に要する時間や復興の質は，災害発生地の社会

や人々，そしてそれらの行動を規定する様々な制

度（institution）に依存せざるを得ない。今回の

大地震が発生したのはハイチだという事実を我々

は再認識しなければならない。ハイチにとって本

当に意味のある復興のためには，それに係わろう

とする国内外の人々が，「ハイチ」がなぜ今の「ハ

イチ」であるのか，その背景を理解することから

始めなければならない。

ハイチ復興において最も重要なファクターの一

つは，ハイチ政府の機能回復とその能力強化であ

るが，これまでのハイチ政府の能力やガバナンス

に関する評価は低い。例えば「汚職に適した場所

と時があるとすれば，今のハイチがそうである。

プレバル大統領は近年，腐敗に対処するために賞

賛に値する措置を講じてきたが，国際援助の提供

者や実業界，そしてもっと重要なことにはハイチ

国民自身からみれば，ハイチは今も際立って汚職

がはびこっている国だ」（Washington Post, March 

11, 2010）との指摘がなされている。またさらに
「プレバル大統領とベルリーブ首相は強力な指導

力どころか，目にみえる指導力さえ取り戻せない

でいる。ハイチ政府は決定を下していないか，混

乱した決定を下しているのかのどちらかだ」（New 

York Times, March 12, 2010）との見方もある。
客観的にハイチ政府のガバナンス能力を示す

データとして，国際 NGO のトランスペアレン

シー・インターナショナルが世界各国の汚職の度

合いを示す「Corruption Perceptions Index」を

毎年発表している。その 2008 年版によれば，ハ

イチは調査対象国 180 カ国中，ソマリア（第 180

位），イラクおよびミャンマー（いずれも第 178 位）

に次いで最下位から 4 番目の第 177 位にランクさ

れている。今回の地震被害のあるなしに係わらず，

本来政府として備えているべき能力をハイチ政府

が伝統的に有してこなかったとすれば，援助資金

の効率的な運用や国民への社会サービスの提供を

期待することは難しい。したがって，ハイチにとっ

て今回の地震は，多くの人命を失った悲劇である

ことに変わりはないが，それとともに，国際社会

がハイチにこれほどの関心を示し具体的な支援を

提供するという，過去に例のない機会と捉えるこ

とができることもまた事実であろう。今回の復興

への取り組みは，地震被害からの「復興」を超越

した，ある国民国家の「刷新」の機会と位置づけ

るべきかもしれない。

潘事務総長は『朝日新聞』への寄稿において，

あるハイチ高官の発言を引用している。それは，

「崩壊した国会議事堂と大統領官邸は再建したく

ないといった。（フランス植民地時代の）コロニア

ル様式の建物ではなく，新たな出発と繁栄した未

来への期待を真に願う自立した途上国によりふさ

わしい，まったく新しい建物に取りかえたいとい

うのだ」というものであった（潘［2010］）。

大国の一時的な外交戦略の一環として，また国

際社会の責務として，あるいはラテンアメリカ地
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域の連帯の表明として，各アクターのハイチ復興

に取り組む動機は様々であろう。しかし，真にハ

イチの復興，そして刷新を望むのであれば，この

ハイチ高官の発言には耳を傾けるべきであろう。

注
⑴ 世 銀（http://www.worldbank.org/） に よ る 2008

年のデータ。
⑵ 内閣府国際平和協力本部事務局に勤務する筆者は，

ハイチ国際平和協力隊の連絡調整要員として，2 月
から 3 月にかけて 3 週間ほど現地にて調整業務に
あたった。

⑶ 世 銀（http://www.worldbank.org/） に よ る 2008
年のデータ。

⑷ 20 世紀後半，ハイチはデュバリエ父子の独裁の時
代であった。父・フランソワ・デュバリエは 1957
年に大統領に就任し，ハイチ全土に配備した秘密
警察による恐怖政治を敷いた。1971 年には父・フ
ランソワの死去に伴い，息子のジャンクロード・
デュバリエが 19 歳で大統領に就任した。ジャンク
ロードは父と同じく独裁政治を行ったが，1986 年
に失脚，その後はフランスに亡命し，パリ郊外に
住んでいるといわれる。ジャンクロードは，父か
ら受け継いだとも，大統領時代に横領したとも推
測される約 570 万ドルの資金をスイスの銀行に有
しており，先頃スイス司法当局は「犯罪行為に基
づく資金」と認定して返還を決定した。他方，ス
イス連邦裁判所はジャンクロード側の訴えを認め，
460 万ドルを家族に渡すよう命じる判決を下して
いる。同資金の法的な位置づけはさておき，20 世
紀のハイチにおける独裁政治に端を発する事象が，
今もなお継続している。

⑸ 2 月 13 日以降は，日本赤十字が活動を引き継ぎ，
現在まで医療支援を実施中である。

⑹ OECD/DAC ホームページ（http://stats.oecd.org/
qwids/）参照。

⑺ 2 月 27 日，チリでマグニチュード 8.8 の大地震が

発生した。両災害への対応について，そもそもの
国力が異なりチリ政府は国際社会からの援助受け
入れを拒否することなど，同一線上で比較できな
いが，チリ地震発生当時ハイチにいた筆者の実感
としては，チリ地震を契機として，ハイチにて活
動していたメディアの多くがチリに飛び立って
いったことは間違いない。
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